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エコ公共交通大国おかやま構想

提言の趣旨

政令市となった岡山市内交通を、ＬＲＴと新世代バスを中心に、

「環境」と「高齢化」に対応し、「情報システム化」した

21世紀に誇れる公共交通に大変革する

具体的には、公有民営による官の役割と民の役割を明確にした

施策により、ＬＲＴと新世代バスによる｢歩いて楽しいまちづくり｣で

あり、環境に優しく、高齢化社会に対応した先進的かつ総合的

都市交通システムへの提言

電気，ＬＮＧ等路面電車

の実現を、２０１０年５月に岡山市へ提言した
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「地方公共交通」の現状

地方の公共交通機関は「崩壊寸前」の危機的な状況

岡山市においても同じような状況

少子化や高齢化、過疎化に伴う利用客の減少により

先進諸国の中で公共交通を民間に任せきったのは、日本だけであり、特に地方では三

位一体改革と丌況による財源丌足に加えて､退出自由の規制緩和により、地域公共交

通は倒産、再生や路線の減少の嵐にさらされ､危機的状況に陥っている。 現状では、

ただ黒字の路線のみを守っていくだけであり、時代（２１世紀）と、環境と高齢化に対応

した交通システムにすることが出来るのはごく一部の大都会に限られてしまう

岡山市においても、状況は他地域とほとんど一緒で民間企業では現状維持がやっと。

これを打開するため、両備グループでは様々な取り組みをして、公共交通の維持・発展

に努めたが、公共交通が複数社で運行のため一本化した政策が引きにくいこと、民意

にそこまでの危機意識がないこと、国の制度を補助金行政から「公設民営」などのヨー

ロッパ方式へ移行する法整備が必要ということで、大きな改革を実現できなかった
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両備グループの取組み

「交通基本法」先進的取組みを「岡山市」で
実現するための事業計画書を策定

※本提言書は、この事業計画書の骨子を取りまとめたもの

和歌山電鐵 中国バス

しかし、まだ抜本的な解決には至っていないと認識

再生事業 再生事業

① 補助金行政の非効率化の証明
② 経営インセンテイブという画期的な
補助金制度の導入を促す

① 「公設(有)民営化」の有効性を立証
② 公有民営法成立の一助となる
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実現化するための５つのアクションプラン

「法定協議会」の早急な設立

1.ＬＲＴ（路面電車）の延伸化を行い、回遊性の高い街
づくりを実現する

2.延伸した路線は「架線レス」を行う

3.来年度に超低床車両ＭＯＭＯ２号を導入。岡山市の
広告塔、本事業のシンボルとしての役割を担う

4.世界初の充電式車両「ＳＷＩＭＯ」を導入。未来都市
岡山の可視化されたシンボルとする

5.岡山駅ターミナルを方面別・乗り物別化する
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延伸化の実現ステップ

目標年数

●路線の延伸計画 ●顧客の利便性向上 ●環境保全対策・高齢者対応
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岡山駅東口 ＬＲＴ改修案
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岡山駅東口 ＬＲＴ乗入イメージ図

LRT、バス、タクシー
などの乗り換え用の
プラットホームは２階
化し、新幹線・在来線
の改札口と同じレベ
ルにすることで利用
客の利便性を図る

２階のプラットホーム
からは、行き先別、乗
り物別に専用の未来
都市をイメージした、
透明チューブの下降
エスカレーターで乗場
にアプローチが可能
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既存路線と延伸路線
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路線の延伸による市内のゾーン化
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現在運行中のＭＯＭＯ１号写真

上記はMOMO-１号車両で、すでに運行している。MOMO-２号機は２０１０年にデザイン、仕様設計が
終了し、２０１１年に完成予定。MOMO-２号機は未来都市・岡山にふさわしい先進的なデザイン性と
最新のエコ技術を導入した最先端の車両となる予定
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施策の効果予想

１．交通基本法の成立で、高齢化の進む地方の住民の交通権を公共交通で保障する
＊ 道路造り → 公共交通の保障へ

２．地方公共交通再生の切り札は「公設（有）民営」が前提
７０％が赤字企業、全国バス系統の６９％が赤字で自己投資能力がない

３．世界一のエコ公共交通都市を「岡山」において実現

４．三つの商店街の回遊性を向上し、商圏人口を６０万人から１４０万人に高める
これにより、年1,000億円以上の第三次産業のプラス効果を期待

５．後楽園下への延伸で、ミシュラン★★★の後楽園を中心とした観光都市おかやまを具現化
和歌山電鐵再生で培った観光の活性化を岡山市でも積極的に実施

６．乗用車 → バスでＣＯ₂ は４分の１に ・・・ ＣＯ₂ ２５％削減の目玉に

７．財源は、暫定税 → 環境税に変えるときがベスト
＊ 現状では環境税に変える、国民的コンセンサスをとる目玉がない
＊ 国民生活に直結する施策

８．高速道無料化で２兆５千億円、地方の公共交通が全て「タダ」でも１兆円
→  どちらが国民生活目線か？

９．高齢者が家から気軽に出かけられる → 老年期認知症は激減 → 最大の福祉

１０．住民の健康増進 → 公共交通機関の利用が体型維持に有効
＊ アメリカのドレクセル大学（ペンシルベニア州）のROBERT STOKES氏の研究

→ 通勤にＬＲＴを利用する人は、利用しない人に比べ、肥満リスクが８１％低い



© Ryobi Group, Okayama Electric Tramway Co., Ltd. All Rights Reserved.

参考資料(web記事より)

外出が歩行障害と認知症のリスクを大幅に軽減
・・・ 東京都老人総合研究所の研究成果 ・・・

外出を週１回以上する高齢者は、週１回以下の人に比べて歩行障害になるリスクが４分の１、
認知症になるリスクが３.５分の１。
そんな調査結果を東京都老人総合研究所の新開省二・研究部長がまとめました。
また、もともと歩行障害のある人でも、外出が多いほど改善しているという結果も出ました。「外出の頻度が
多いほど、健康維持や回復に効果がある」と分かったわけです。・・・（後略）

１週間に１回以下 １週間に１回以下
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都市の次世代型路面電車（ライトレール・トランジット、LRT）が発達すると、
市民の肥満防止にも有効であることが新しい研究により示された。
車に乗らずにトランジットステーション（乗降施設）までの往復を歩くことで
カロリーを消費することができると、研究グループは指摘している。
「固定レール交通システムが日々の通勤で歩く機会を作り、市民の健康
に穏やかな有益性をもたらす。この有益性が社会規模になれば、決して
小さなものではなく、交通機関や土地利用に関する政策を議論する上で
意味のあるものとなるはずである」と、研究共著者の１人である米ドレク
セルDrexel大学（ペンシルベニア州）のRobert Stokes氏は述べている。

米医学誌「American Journal of Preventive Medicine（予防医学）」８月号に掲載予定のこの研究は、米国立環境衛生科学
研究所（NIEHS）の資金提供により実施された。
今回の研究では、ノースカロライナ州シャーロットにLRTシステムが完成する前および、完成後に、住民500人を対象に調
査を実施。
運動レベル、身長と体重、近隣環境に対する感じ方、LRT完成前後の公共交通機関の利用、LRT利用に関する予定およ
び、実際の状況などに ついて尋ねた。その結果、通勤にLRTを利用する人は、12～18カ月の間に身長５フィート５インチ
（約165センチ）の人で体重が平均6.45ポンド（約３キロ）減少していた。
また、LRTを利用する人は、利用しない人に比べて肥満リスクが81％低かった。
「交通機関の計画者は、自治体および公的安全機関と協力してLRTの最大限の利用を促すべく、安全かつ魅力的な輸送
環境を作っていく必要がある」と、Stokes氏は付け加えている。米国では現在、主要都市で32のLRTシステムが運行して
おり、利用者は年間２億人以上という。別の専門家も、大量輸送機関が多くの人にとって体を動かす誘因となることに同意
を示すとともに、数々の研究から自動車内で過ごす時間と肥満との関連や、公共交通機関の利用性の高さと運動量との
関連が認められていると指摘している。

参考資料(web記事より)

公共交通機関の利用が体型維持に有効

原文

[2010年６月29日/HealthDay News]

Copyright (c) 2010 HealthDay. All rights

http://consumer.healthday.com/Article.asp?AID=640612
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太陽光発電の可能性

国際的な知のプラットフォームの構築

原子力発電の一部補完策として、クリーンで安全な太陽光
発電を利用し、完全クリーンシステムで電車等を運行する。

施策１． エコ公共交通の電力を、日照時間の長い岡山市を

含む瀬戸内海沿岸地域や沖縄・東海地域では太陽光発電
を活用し、太陽光が困難な場合は、風力発電等の完全にク
リーンな電力を利活用すれば、世界で最高のエコでクリーン、
かつ安全・安心な公共交通システムを構築できる

施策２．クリーンシステム全体のハード、ソフトを自動車輸出
を補完する輸出産業となるよう産業政策をすることによって、
世界の環境に対して輸出を通じて貢献できるとともに、国内
経済を活性化できる

現在進行中の取組み事例

京山ソーラー・グリーン・パーク
独立行政法人産業技術総合研究所による日本・アメリカ・ドイツの
共同研究の場として岡山市「京山」が選定された。
山頂に設置された「追尾型太陽光発電」機材によって発電される電力を
有効利用して、野菜の育成を研究等する「京山ソーラー・グリーン・パーク」
を2011年2月に開設


